
減額の割合 減免割合 冷暖房

1 1

ア 町が主催し、又は共催して行う事業 100分の100 １０割 免除

イ 町が設置した各種委員会、協議会、審議会等の機関が行う事業 100分の100 １０割 免除

2 １０割 免除

１０割 免除

ア 町の幼稚園、小学校及び中学校 100分の100 2

イ 町内の私立幼稚園 100分の100 １０割 免除

ウ 町内の支援学校、高等学校及び大学並びに該当サークル及び部活動団体 100分の50 ８割 有料

エ 町外の学校 100分の25 ５割 有料

3 3

ア 100分の100 ８割 有料

イ 100分の50 ５割 有料

ウ 100分の50

エ 100分の25

4 4

ア 100分の100 １０割 免除

イ 100分の100 ８割 有料

ウ 100分の100 ５割 有料

エ 100分の50

5 5

ア 100分の100 ８割 有料

イ 100分の50 ５割 有料

6 6

ア 100分の100 ８割 有料

イ 100分の100 ８割 有料

7
教育委員会が
定める割合

7
教育委員会が
定める割合

有料

使 用 料 に 係 る 新 料 金 体 系　（ 減 免 の 見 直 し ）

（柴田町教育委員会に委任された施設使用料の減免に関する規則　別表（第３条関係））

改 正 前 改 正 後

使用料を減免する場合 区　分

町に関連する次に掲げる事業を実施する場合  町に関連する次に掲げる事業を実施する場合

（１）　町が主催し、又は共催して行う事業

（２）　町が設置した各種委員会、協議会、審議会等の機関が行う事業

学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条の学校で次に掲げるものが （３）　指定管理者が行う事業

使用する場合 （４）　中学校部活動地域展開に伴う活動

 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条の学校で次に掲げるものが使用する場合

（１）　町の小学校、中学校及び中学校体育連盟

（２）　町内の私立幼稚園

（３）　町内の支援学校、高等学校及び大学並びに当該サークル及び部活動団体

社会教育法（昭和２４年法律第２０７号）第１０条に規定する社会教育関係団体
で次に掲げるものが、社会教育に関する事業を行うため使用する場合

 社会教育法（昭和２４年法律第２０７号）第１０条に規定する社会教育関係団体で
 次に掲げるものが、社会教育に関する事業を行うため使用する場合

町文化協会及び町体育協会 （１）　町文化協会、町体育協会及び町総合型地域スポーツクラブ

町文化協会及び町体育協会の構成団体 （２）　町文化協会及び町体育協会の構成団体

町内の社会教育関係団体でア及びイに掲げる以外のもの

町外の社会教育関係団体

官公署及び公益法人で次に掲げるものが使用する場合  官公署及び公益法人で次に掲げるものが使用する場合

町内に設置されている福祉団体 （１）　町が設置した児童福祉施設等

町が設置した児童福祉施設等 （２）　町が認可した保育施設

町が認可した保育施設 （３）　国、県その他の官公署、福祉法人及び公益法人

国、県その他官公署、福祉法人及び公益法人

町から補助金の交付を受けている次に掲げる団体（区分３に該当する団体を除
く。）が使用する場合

 町から補助金の交付を受けている次に掲げる団体（区分３に該当する団体を除く。）が
 使用する場合

町からの補助金の交付を受けている団体 （１）　町から補助金の交付を受けている団体

町からの補助金の交付を受けている団体の構成団体 （２）　町から補助金の交付を受けている団体の構成団体

子どもの健全育成を目的とする団体で次に掲げるものが使用する場合  子どもの健全育成を目的とする団体で次に掲げるものが使用する場合

町子ども会育成会 （１）　町子ども会育成会

町スポーツ少年団 （２）　町スポーツ少年団

前各号に掲げるもののほか、教育委員会が特別の事由があると認めた場合  前各号に掲げるもののほか、教育委員会が特別の事由があると認めた場合

備考　第１号ア及びイ、第２号ア、並びに第４号ア及びイに該当する場合は、設備器具等使用料、
冷暖房料、陶芸窯に使用するガス及び電気料並びに照明使用料は徴収しない。


